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研究成果の概要：（200 字程度） 

 沖縄県は他府県とは異なる外国人受入れの状況を持ち、日本語指導が必要な児童生徒が分散
している傾向がある。特に、沖縄県では日本語を母語としない児童生徒（特に英語以外の母語
話者）にとって、公立学校の存在意義が大きいことが明らかになった。また、本研究の実践研
究を通して、大学はその専門的な知見や大学生ボランティアという人材を公立学校教育の場に
おける日本語教育で活用することができる可能性を見出せた。 
 
 

交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2006 年度 1,200,000 0 1,200,000 

2007 年度 1,100,000 0 1,100,000 

2008 年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

年度  

年度  

総 計 3,400,000 330,000 3,730,000 

 

 

研究分野：人文学 

科研費の分科・細目：言語学・日本語教育 

キーワード：日本語教育、日本語を母語としない児童生徒、年少者日本語教育、教員養成、沖

縄県、公立学校 

 
 
１．研究開始当初の背景 

（１）80 年代前半から数々の法改正や国内の

社会情勢・経済状況の変化により、日本に在

住する外国人は増加の一途をたどり、同時に

日本語学習者の学習目的も多様になってき

ている。特に、義務教育年齢にある学齢期の

子どもたちに対する日本語教育は、児童生徒

の国籍や学習目的、日本語習熟度等の背景が

様々である上に、学校教育において、日本語

という科目が課程認定を受けていないこと

から、学校教育における日本語教育の指導体

制を整えることが早急な課題となっている

（縫辺 1999）。 

（２）沖縄県においても、沖縄県企画開発部

統計課の調べによる『学校基本調査報告書』

や文部科学省で実施している「公立学校にお

ける日本語指導が必要な外国人児童生徒の

受入れ状況調査」の結果を見ても、外国人児
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童生徒数、日本語指導が必要な児童生徒数は、

毎年一定程度いることが確認されている。 

（２）沖縄県では、外国人の受入れについて

他府県とは大きく異なる点がある。例えば、

沖縄県は、在日米軍基地の 75％を抱えている

ため、アメラジアンと呼ばれる児童生徒が数

多く存在する。彼らの受入れ先の一つである

アメラジアンスクールというフリースクー

ルについての実践報告は、野入（2000）や照

本（2001）により報告されているものの、公

立の学校教育での受入れ体制についての実

践報告は管見では見当たらない。また、金城

（1997）によると、沖縄県は全国の中でも中

南米、北米、ハワイ、フィリピン等へ移民を

最も多く排出した県であるがゆえに、90年代

後半から移民した人々やその子弟が沖縄県

に戻ってくるケースが増えているという。こ

のように、沖縄県独特の外国人受入れ状況が

あるがゆえ、日本語を母語としない児童生徒

に対する日本語教育のあり方も他府県と同

様というわけにはいかないことが予想され

る。 

（３）さらに、著者が所属する教育学部は、

沖縄県唯一の幼・小・中・高の教員養成を行

う学部である。沖縄県で将来の教育を担う教

員を育てるにあたって必要な年少者日本語

教育のカリキュラムについても考える責務

があると言える。 

（４）近年、国内において、年少者に対する

日本語教育についての実践報告は既に数多

く行われているが、その大半は、外国人労働

者を多数受入れている東京都近辺や愛知県

などを始めとする大都市圏であり、またボラ

ンティアによる地域での実践報告が多く、学

校教育現場における教育実践は多くはない。

よって、他府県には見られない外国人の受入

れの状況がある沖縄県の学校教育現場にお

ける年少者日本語教育の実践は、日本語教育

分野における年少者教育の多様性を明らか

にし、さらに地域の独自性と日本語教師教育

のあり方との関連性を解明するという今ま

でには見られなかった有意義な研究になる

と思われる。 

 

２．研究の目的 

（１）以上の背景を踏まえ、まず沖縄県の公

立学校教育が抱える日本語教育の実態と課

題を明らかにすることを目的とする。 

（２）さらに、実態把握と同時に、沖縄県の

教員養成学部の教師教育における年少者日

本語教育カリキュラムのあり方を、学校教育

現場における日本語教育の実践を通して考

察することを目的とする。 

３．研究の方法 

（１）平成 18 年度の調査では、沖縄県の公

立学校教育を中心とした日本語を母語とし

ない児童生徒や日本語教育の現状と課題を

把握することを目的とし、資料収集や聞き取

り調査を実施する。さらに、教員養成系の大

学がどのように日本語を母語としない児童

生徒の在籍している学校現場に関わること

ができるのか、多角的な立場の人への縦断的

な聞き取り調査により把握する。 

調査対象地域は、沖縄県内の市町村の中で

も外国人児童生徒の受入数の多い宜野湾市

と那覇市の中学校を中心に行う。調査対象者

は、中学校の校長先生・教頭先生、中学校の

日本語を母語としない生徒担当の担任の先

生、日本語を母語としない生徒（中学生）、

さらには受入れ学校の自治体にある教育委

員会関係者、日本語指導員、教員養成系大学

の日本語教育コースの大学生日本語指導ボ

ランティアである。調査者である研究代表者

自身は中学校の日本語指導担当者の指導助

言者として、平成 18 年 5 月から平成 19 年 3

月まで中学校に出入りし、調査対象者に聞き

取り調査を行う。 

 調査項目は、日本語を母語としない生徒に

対する調査項目は、児童生徒の生育背景と学

習背景、日本語習熟度、学習目的、学習目標

などを、一方、ボランティアや日本語指導員

などの日本語指導担当者に対する調査項目

は、指導者の背景、教職歴、指導方法、指導

内容、使用教材、指導方針などとする。なお、

各校の受入れ体制については、学校の管理職

に対して行う。 

（２）平成 19 年度の調査では、平成 18 年度

に実施した関係者への聞き取り調査を引き

続き行う。さらに、沖縄県全域に渡ってマク

ロレベルでの現状把握を過去のデータから

分析するために、沖縄県庁や各学校を中心と

した日本語を母語としない児童生徒の統計

データを収集し、分析する。また、どのよう

な場でどのような年少者日本語教育が行わ

れていたかを把握するために、各教育委員会

や各学校、大学の専門家などからの聞き取り

調査によって、各学校や市町村などで作成さ

れてきた報告書、教材、研究論文等を収集す

る。 

（３）平成 20 年度の調査では、平成 18 年度

から実施している聞き取り調査を、中学校の

みならず小学校に対しても実施する。調査対

象地域は、日本語を母語としない児童生徒の

受入れ数の多い那覇市、宜野湾市、沖縄市を

中心に行う。調査対象者は、平成 18 年度と

同様であるが、小学校の現場関係者に対して



も実施する。 

 さらに、平成 20 年度は、過去 2 カ年に渡

って行った調査データを基に、沖縄県におけ

る年少者日本語教育の課題を分析・考察する。

その際に、昨年度調査を実施した日本語指導

者や指導者が在籍する学校現場と話し合い

の場を持ち、どのような具体的なカリキュラ

ムが必要とされているのか、課題・問題の所

在を再度検討する。一方、理論的な見地から、

他府県で行われている実践研究や事例と沖

縄県内の比較分析、また現在までの日本語教

育学分野における年少者日本語教育学の知

見を踏まえ、沖縄県における年少者日本語教

育の課題とカリキュラムのあり方を探求す

る。最終的には、沖縄県の日本語を母語とし

ない児童を受け入れている小学校を実践の

場として、日本語教育カリキュラムの実践を

試みる。 

 

４．研究成果 

（１）平成 18 年度は県内の日本語指導が必

要な児童生徒を中心とした関係者への聞き

取り調査を中心に行った。特に、沖縄県内の

市町村の中でも外国人児童生徒の受け入れ

数の多い宜野湾市と那覇市の中学校を中心

に、実態調査とともに、教員養成系の大学が

どのように日本語指導が必要な児童生徒の

在籍している学校現場に関わることができ

るのかを、調査者である研究代表者が現場に

日本語指導担当者の指導助言者として入り

込むことによって、調査・分析を行った。 

その結果、平成 18 年度調査では次のよう

な観点について考えていく必要があること

が分かった。①日本語指導が必要な生徒にと

っての公立学校の意義、②日本語指導が必要

な生徒への日本語指導カリキュラムの組み

方、③日本語指導担当者の分担や役割、④日

本語指導が必要な生徒にとっての大学生ボ

ランティアの位置づけ、⑤日本語指導が必要

な生徒に接したことのない教科担任が必要

としている知識や技能、である。今年度の調

査を通じて、調査対象者それぞれの立場に応

じた日本語指導が必要な児童生徒教育につ

いてのビリーフスが存在していることが明

確になった。そして、それらのビリーフスは

現在の学校という枠組みが定められている

ことによることが多く、その枠組みの中で、

日本語指導が必要な生徒を位置づけていく

ことがいかに難しいことなのかが明らかに

なった。 

（２）平成 19 年度は昨年度に引き続き、日

本語指導が必要な児童生徒が在籍する中学

校で、日本語指導担当者、日本語指導が必要

な生徒本人、大学の教育学部に在籍する日本

語指導ボランティアなどに対して、沖縄県の

公立学校における日本語教育の実態を明ら

かにするための聞き取り調査を行なった。さ

らに、県内の公立学校における外国人児童生

徒および帰国児童生徒に関する問い合わせ

業務を行なっている沖縄県教育委員会義務

教育課の担当者にも聞き取り調査を行なっ

た。 

今年度は、こうした聞き取り調査を通じて、

これまでに沖縄県内で行なわれてきた公立

学校における年少者日本語教育関連の統計

資料や調査データ、さらには各学校で作成さ

れてきた報告書、教材、研究論文等の収集を

主に行い、これらの資料を巨視的な視点から

分析し、現在の沖縄県の年少者日本語教育に

おける現状と課題を明らかにした。特に明記

すべきは、日本語指導の必要な児童生徒の現

状把握は、児童生徒が外国籍を保有している

か否かで区別されることが多く、重国籍や日

本国籍を有する日本語指導が必要な児童生

徒の現状把握は特に十分であるとは言いが

たい現状があった。また、沖縄県では法制度

の改正などによって一時的に公立学校にお

ける日本語指導が必要な児童生徒が急増し

たときには、何らかの教育措置や支援の動き

が見られたが、それらは一過性のものにとど

まっており、継続されているとは言いがたい

現状があることも分かった。今後の課題とし

て、沖縄県のように日本語指導が必要な児童

生徒の受入れが流動的であり、各学校での受

入れが（さらには市町村単位で見ても）少人

数である場合における継続して行なえる支

援の方法を考えていく必要があることが分

かった。 

（３）平成 20 年度は昨年度に引き続き、沖

縄県内の日本語指導を必要とする児童生徒

を中心に、関係者らに対して、沖縄県の公立

学校における日本語教育の実態を明らかに

すべく聞き取り調査を行った。さらに、その

結果を踏まえて、教員養成学部の教師教育に

おける年少者日本語教育学のカリキュラム

提案を試みる目的で、教育学部日本語教育コ

ースの「日本語教育実習」クラスで、県内の

小学校に在籍する日本語指導が必要な児童

を対象とした日本語教室を実施し、年少者日

本語教育の実践研究を行なった。 

 その結果、①実習前に必要であり、なおか

つ可能な年少者日本語教育に関する知識や

技能、②小学校と大学・教育委員会・日本語

指導員との連携の試みによる課題、③ＪＳＬ

カリキュラム実践の試みによる課題、④県内

の教員養成学部としての役割、が主な研究成



果としてあげられる（詳細は、実習報告書を

参照されたい）。 

 本研究を通じて、県内では日本語指導が必

要な児童生徒が分散している地域が大半で

あること、また児童生徒の日本語力、背景、

母語などは多様であり、さらには児童生徒が

少数で流動的であることから、県内の児童生

徒を受け入れている学校現場で、継続した支

援体制を整えることは難しい現状が明らか

になった。しかしながら、日本語指導が必要

な児童生徒にとって、特に英語母語話者以外

の場合は、学ぶ場として公立学校は大変重要

な場であることも分かった。 

よって、未来の教員を育てる大学という場

と教育委員会が中心となって、継続した実態

把握や支援体制を整え、地域と学校と連携し

たネットワークを築くことが重要であり、そ

のためにもまずは、教育学部は各教科専門と

の連携や知識・必要性の共有を学部内でとる

こと、さらに児童生徒を担当する現場教員に

は、学部の知識や人員（学生ボランティアや

専門教員）を活用することの有効性を訴える

ことが重要であることが分かった。 
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